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１．国際物流 

 

海上の荷動きと貿易額 
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区  分 総数 

港 湾 管 理 者 
都道府県 
知  事 

都道府県 市町村 港務局 
一部    

事務組合 
計 

国際戦略港湾 5 1 4 0 0 5    －  

国際拠点港湾 18 11 4 0 3 18    －  

重 要 港 湾 103 83 16 1 3 103    －  

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35)    －  

地 方 港 湾 809 505 304 0 0 809    －  

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35)    －  

計 935 600 328 1 6 935    －  

5 6 条 港 湾 61    －     －     －     －    －  61 

合 計 996 600 328 1 6 935 61 
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出典：Fearnleys 「Review」より国土交通省港湾局作成 

73:第一次石油ショック 

79:第二次石油ショック 

85 ：プラザ合意 

67:第三次中東戦争 

82：OPEC大幅減産 

83 ：WTI先物取引開始 

（スポット市場創設） 

01：中国WTO加盟 

95：WTO発足 

※２００９年２月時点の予測 
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※「その他」にはコンテナが含まれる 

  世界の海上荷動量の推移 
○ 世界の海上荷動量は、1970年台のオイルショックを除き、全体として増加傾向。 
 （過去50年間で約８倍近くまで増加） 
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16%
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石炭

9%ﾏｲﾅｰ

ﾊﾞﾙｸ
13%
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10%
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3%

出典：日本海運集会所「日本郵船調査グループ編 2009 Outlook for the Dry-Bulk and Crude-Oil Shipping Markets」をもとに国土交通省港湾局作成 
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  世界の海上荷動量の貨物構成 



出典：ジェトロ「世界貿易マトリクス（1990）（2010）」より国土交通省港湾局作成 

欧州 北米 

アジア 9,705億ドル (7%) 

4.6倍 

2.6倍 

6,186億ドル (4%) 

1兆0,817億ドル (7%) 

上記以外 

・欧州・北米・その他地域内 
・欧州～その他 
・北米～その他 

8兆1,952億ドル(55%) 

アジア域内 

2兆3,085億ドル (15%) 8.2倍 

（％）はシェア 

その他地域 

○アジア：日本、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア 

○北米：アメリカ、カナダ、メキシコ 

○欧州：EU27 ただし1990年はEU25 

○その他地域：上記以外 

アジアに関係する 
貿易額 

6兆1,805億ドル (41%) 

6.0倍 
3.9倍 

3.4倍 

合計： 14兆9,943億ドル 4.4倍 
2010年データ 1990年比 

1兆8,198億ドル (12%) 

8.7倍 

○倍は1990年比を示す 

  世界の貿易額（2010年）（対1990年比） 
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2010年 

出典：日本郵船資料より国土交通省港湾局作成 

欧州 北米 

1,359(8.9%) 

298(1.9%) 

1,369(9.0%) 

上記以外 

・その他東西航路       1,930(12.7%) 
・その他南北航路       2,581(17.0%) 
・欧州・北米・その他地域内 1,237(8.1%) 

東アジア域内 

4,940(32.5%) 

○東アジア：日本、韓国、中国、台湾、ロシア、フィリピン、ベトナム、カンボジア、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシア 

○北米：アメリカ、カナダ 

○欧州：スカンジナビア諸国、北欧州諸国、バルト３国、中東欧諸国、西地中海諸国、黒海諸国、東地中海諸国、北アフリカ諸国 

○その他地域：上記以外 

単位：万TEU 

（ ）内はシェアを示す 

合計： 1億5,215万TEU 

東アジア 

260(1.7%) 

561(3.7%) 682(4.5%) 

  世界の国際海上コンテナ荷動量 
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31% 83%
電子レンジ

1999年 2005年

94% 36% 

2010年 

出典：石炭 ： 経済産業省「エネルギー白書2011」 
    鉄鉱石 ： 日本鉄鋼連盟「鉄鋼統計要覧2011」 
    大豆・とうもろこし ： 農林水産省「食料需給表（平成22年度概算値）」 

         出典 

         ・総貿易額 ： 2011年 財務省貿易統計 

         ・総貿易量 ： 2010年 港湾統計 

            ・海上コンテナ・海上非コンテナ・航空貨物の比率 ：  
                            貿易額：2011年財務省貿易統計 

     貿易量：財務省「輸出入貨物の物流動向調査結果」
                （2008年9月22日～9月28日） 

  我が国の貿易量・貿易額の構成比 

海上 
(コンテナ) 

11.3% 

海上（非コンテナ） 
88.4% 

航空 
0.3% 

航空 
23.9% 

海上 
(コンテナ) 

40.4% 総貿易額 

約134兆 

 円  

海上 
（非コンテナ） 

 35.6% 鉄鉱石 

輸入100% 

石炭 

輸入99.3% 

大豆 

輸入93.9% 

とうもろこし 

輸入100% 

41% 90% 

DVD等 

2000年 2010年 

29% 76% 

掃除機 

2000年 2010年 

17% 
63% 

洗濯機 

2000年 2010年 

「家電産業ハンドブック2011」（（財）家電製品協会）より算出 

※輸入製品の割合＝輸入量÷国内供給量×１００、 国内供給量＝生産量＋輸入量－輸出量〔中小企業金融公庫調査部（2001.6）〕 

身の廻りの製品の輸入依存が 

増加（輸入製品の割合※） 

資源・エネルギー・穀物の 

大半は海外に依存 

あらゆる製造業の 

材料・設備として 

不可欠 

食品産業に 

不可欠 

（大豆は食用油
の原料、大豆粕
は飼料の原料） 

肉類の生産に 

不可欠 

（とうもろこしは 

飼料の原料） 

製鉄や発電に 

不可欠 

総貿易量 

約12億 

トン 

日本の貿易量の 

99.7％は 

港を通じた海上輸送 

電子レンジ 

2000年 
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  我が国と各国（中国・米国・韓国）との貿易額のシェアと推移 

 我が国の貿易総額に占める対中国・香港の貿易総額のシェアは、2004年に対米国分
を上回り、現在は中国（香港含む）が我が国最大の貿易相手国となっている。 

出典：財務省「貿易統計」より国土交通省港湾局作成 
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  日本の港湾取扱貨物量の推移と予測 
○ 日本の港湾における全体の貨物取扱量は高度成長とともに増加し、1990年台からほぼ横ばい。今後、ほぼ横ばい
～やや増加するものと想定される。 

○ 一方、外貿貨物については、製造業の国際分業の進展などにより、一貫して増加しており、今後とも増加傾向が続
くものと想定される。 
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全国計：１９８９年～２０１１年 

約２．５倍 

出典：港湾統計（年報）及び国土交通省港湾局調べ 
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  国内各港の外貿コンテナ取扱個数の推移 
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１．国際物流 

 

TPP等による経済連携 

12 



出典： 内閣官房資料 13 

  ＴＰＰ等の経済連携の現状 



出典： 内閣官房資料 14 

  各国のＥＰＡ／ＦＴＡの進捗状況 



出典： 内閣官房資料 15 

  ＥＰＡ／ＦＴＡの先行による競争環境改善 
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日本の人口減尐 
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出典： 内閣官房資料 17 

  日本の総人口の減少 



  

１．国際物流 

 

国内主要経済データ 
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港　湾　所　在　市　区　町　村

ブロック別 人口(ａ) (ａ)/(Ａ) 面積(ｂ) (ｂ)/(Ｂ) 工業出荷額(ｃ) (ｃ)/(Ｃ)

(万人) (％) (k㎡) (％) (億円) (％)

全 国 12,623 377,955 2,891,077 3,559,279 5,879 46.6 122,606 32.4 1,397,028 48.3

北海道ブロック 550 83,457 59,529 130,437 133 24.2 16,991 20.4 32,802 55.1

東 北 ブ ロ ッ ク 866 63,857 163,479 224,672 348 40.2 17,842 27.9 59,993 36.7

関 東 ブ ロ ッ ク 4,270 36,437 798,752 1,371,128 1,205 28.2 4,079 11.2 255,656 32.0

北 陸 ブ ロ ッ ク 759 33,890 173,709 198,812 349 45.9 11,857 35.0 62,394 35.9

中 部 ブ ロ ッ ク 1,493 27,901 685,962 435,055 755 50.6 9,962 35.7 293,247 42.7

近 畿 ブ ロ ッ ク 2,063 27,093 458,989 570,536 1,103 53.5 9,895 36.5 255,513 55.7

中 国 ブ ロ ッ ク 755 31,819 246,086 194,714 637 84.4 17,176 54.0 215,484 87.6

四 国 ブ ロ ッ ク 402 18,793 85,504 94,754 326 81.2 9,332 49.7 77,549 90.7

九 州 ブ ロ ッ ク 1,323 39,598 213,413 310,906 908 68.6 23,500 59.3 139,514 65.4

沖 縄 ブ ロ ッ ク 141 2,276 5,655 28,265 114 80.6 1,972 86.6 4,878 86.3

県民所得
(億円)

工業出荷額
(Ｃ)

(億円)

面積(Ｂ)
(k㎡)

人口(Ａ)
(万人)

  国内主要経済データ 

出典：総務省自治行政局住民制度課編｢住民基本台帳に基づく人口、 

   人口動態及び世帯数｣ 

   国土交通省国土地理院｢全国都道府県市区町村別面積調｣ 

   経済産業省経済産業政策局調査統計部｢工業統計表(市区町村編)｣ 

   内閣府経済社会総合研究所編｢県民経済計算｣ 

(注) 1.人口は住民基本台帳人口で、2011年3月31日現在。 

     ただし、東日本大震災のため報告できなかった22市町村の人口が含まれていない。 

     2.面積は201１年10月1日現在で、全国には境界未定の面積を含む。 

     3.工業出荷額は2010暦年値。 

     4.県民所得は2009年度値。 

     5.港湾所在市区町村欄は､2010年4月1日現在で港湾が所在する市区町村について集計した。 

 主要経済データ一覧 

6.ブロック区分 

 北海道ブロック：北海道 

 東北ブロック ：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

 関東ブロック ：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

 北陸ブロック ：新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県 

 中部ブロック ：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

 近畿ブロック ：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

 中国ブロック ：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

 四国ブロック ：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

 九州ブロック ：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

 沖縄ブロック ：沖縄県 
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１．国際物流 

 

臨海部における工場立地動向 
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面積（ha） 臨海部における工場立地動向（４業種別）

雑貨型（プラスチック製品製造業等）

加工組立型（金属製品製造業等）

地方資源型（食料品製造業等）

基礎素材型（化学工業等）

年

759
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591

464

362

102

193
160 153

233

133
130 115 121

148

305

513

453

500
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188 173

16.2%
16.3%
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16.0%
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工場立地（４業種）における臨海部の割合

年

  臨海部における工場立地動向 

（注）１．工場を建設する目的で各年に取得された面積（1,000m2以上の用地に限る）。 

    ２．４業種の合計値は「斜体」で表示しているが、四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

※ ここで言う臨海部とは、岸壁（物揚場を含む）・海岸に接する用地又はこれらと一体となっている用地を示す。 

出典：経済産業省「工場立地動向調査」をもとに国土交通省港湾局産業港湾課作成 
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１．国際物流 

 

産業空洞化 
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出典：産業構造審議会通商政策部会（第１３回） 経済産業省 23 

  産業空洞化 



出典：経済産業省「我が国の産業競争力に関するアンケート調査（2010年１～２月）」（ｎ＝283社） 

○企業が海外移転する理由としては、我が国の事業コストの高さにある。 

●企業の海外展開の理由 

  企業の海外展開の理由 
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  産業立地コスト 

 出典：「第21回アジア主要都市・地域の投資関連コスト比較」（2011年４月日本貿易振興機構海外調査部）より国土交通省港湾局作成 

○アジア諸国と比較して、我が国の産業立地コストは高い状況である。 

●アジア主要都市の産業立地コスト（横浜＝100とした場合） 

ソウル 
（韓国） 

北京 
（中国） 

広州 
（中国） 

ハノイ 
（ﾍﾞﾄﾅﾑ） 

バンコク 
（タイ） 

ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ 
（インド） 

工業団地購入価格 
１㎡あたり 

１６ ４ ５ － ５ ５ 

産業用電気料金 
１kWhあたり 

３８ ６１ ３７ ２１ ８４ ６９ 

産業用水道料金 
1㎥あたり 

２ １９１ ８２ ８２ ６１ ２７６ 
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  設備投資の方向性 

出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 



出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 27 

  中国の台頭と日本・米国の存在感の低下 



出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 28 

  海外設備投資・海外生産比率の高まり 



出典：平成23年度 ものづくり基盤技術の振興施策（経済産業省、厚生労働省、文部科学省） 29 

  海外展開の進展と国内資源の関係 



  

１．国際物流 

 

総合物流施策大綱 
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  総合物流施策大綱 

総合物流政策大綱 

平成９年４月４日 閣議決定 

新総合物流政策大綱 

平成１３年７月６日 閣議決定 

総合物流政策大綱（2005-2009） 
平成１７年１１月１５日 閣議決定 

総合物流政策大綱（2009-2013） 
平成２１年７月１４日 閣議決定 



  

１．国際物流 

 

港湾手続関係業務等 

32 



  シングルウィンドウの推進について 
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  （１）港湾関連手続一覧とその申請先 

 

 

 

 

 

 

 

 

・船舶管理情報 

 

・船舶基本情報 

 

・船舶運航情報 

税関 

・乗組員情報 

・旅客情報 

・船用品情報 

・入港通報・乗員名簿 

・旅客に関する事項の報告 

・入港届【外】 

・船用品目録 

・シフト情報
【外】 

・出港届【外】 

・とん税及び 

 特別とん税納付申告 

入国管理局 
・乗組員情報 

・旅客情報 

・入港通報【外】 

（乗員・乗客情報） 

・入港届【外】 

（乗員・乗客情報） 

・出港届【外】 

（乗員・乗客情報） 

港湾管理者 
・係留施設等使用許可申請書 ・入港届 

・入出港届 

・出港届 

港長 

・停泊場所指定願 

・危険物荷役許可申請 

・危険物運搬許可申請【内】 

・係留施設使用届 

・移動許可申請  ・事前通報 

・入港届 

・入出港届 

 

・移動許可申請 

・移動届 

・出港届 

・事前通報 

海上交通 

センター 

・航路通報 ・航路通報 

保安部署 
・乗組員情報 

・旅客情報 

・船舶保安情報【外】 

（乗員・乗客情報） 

地方運輸局 
・保障契約情報【外】 

 

検疫所 
・乗組員情報 

・旅客情報 

 

・入港通報・乗員名簿 

・乗客名簿【外】 

・検疫通報【外】 

・入港届【外】 

（明告書含む） 

【外】外航船のみの業務 
【内】内航船のみの業務 

申請先 事前登録 入港前手続 入港届 移動届 出港届 



  （２）課題及び対応 

船舶 
代理店等 

行政 
機関等 

行政 
機関等 

行政 
機関等 

行政 
機関等 

行政 
機関等 

行政 
機関等 

これまでの入港 電子申請システム化による入港 

輸出入及び港湾手続関係業務は、船舶の入出港に関するもの、
通関に関するもの、検疫に関するもの、出入国に関するもの
等、複数の行政機関が関係しているため、 

・各行政機関毎に書類を作成し、窓口へ提出 

・各行政機関へ提出する重複記入項目が多い 

・システム化されても連動されていない 等 

の課題があった。 

・統合電子申請システム 

  の構築（ｼﾝｸﾞﾙｳｨﾝﾄﾞｳの構築） 

・申請様式の統一化・簡素化 

船舶 
代理店等 
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２つの側面から、
港湾手続きの簡
易化・迅速化に
取り組んできた。 



改
善 

発
展 

輸出入ｲﾝﾀｰﾌｪｰ
ｽｼｽﾃﾑ 

× 申請窓口やﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸが複数存在 

× 各府省毎に申請者のID・パスワードを設定 

× 各府省毎に入力項目や入力コード等を設定 

                  ・・・等 

乗員上陸許可 
支援システム 
（入国管理） 

検疫所 
（検疫手続） 

港湾EDI 
（港湾手続） NACCS 

（税関手続） 

ANIPAS 
（動物検疫） 

PQ-NETWORK 
（植物検疫） 

FAINS 
（食品衛生） 

JETRAS 
（貿易管理） 

申請者 

旧シングルウィンドウの課題 

平成20年10月まで 

○ 申請窓口・ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸを一元化 

○ 申請者のID・パスワードを統一 

○入力項目名や入力コード等の共通化 

                ・・・等 

現行シングルウィンドウで実現 

平成20年10月から現在 

府省共通ポータル 
（統一電子申請窓口） 
【平成20年10月～】 

統合NACCS 

FAINS 
（食品衛生） 

PQ-NETWORK 
（植物検疫） 

ANIPAS 
（動物検疫） 

（港湾EDI、税関手続、 
検疫手続、入国管理、 
貿易管理） 

申請者 

○ 全ての関係省庁システムを一元化 

○ 府省共通ポータルもNACCSに統合され、シ

ステムが一層スリム化 

○データベースの統廃合により効率的となる

運用・情報管理 

○運用・保守の一元化により、システムの安定

性が更に向上 

                         ・・・等 

関係省庁システムへの更なる統合へ 

平成25年10月（予定） 

統合NACCS 

申請者 

○港湾手続については、平成１１年に港湾管理者及び港長に係る入出港手続等を対象として、電子申請システム（港湾EDI）を構
築し運用を開始。 

○ユーザの立場からは、各々のシステムに個別にアクセスし申請を行う必要があることから、同種類の申請を複数のシステムに入
力する負担が大きかった。 

○これらニーズを踏まえ、平成２０年に港湾EDIシステムと税関システム（NACCS）を統合した「統合NACCS」を構築したところ。 

  （３）経緯 
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○搬出可否情報 
 

各ﾀｰﾐﾅﾙのｼｽﾃﾑから提
供される輸入ｺﾝﾃﾅ搬出
可否情報を表示。 

○ｹﾞｰﾄｵｰﾌﾟﾝ時間情報 
 

ターミナルオープン時間な
どの各ﾀｰﾐﾅﾙのお知らせ掲
示板。 

○混雑ｳｪﾌﾞｶﾒﾗ画像 
 

港頭地区に設置したウェ
ブカメラ画像をリアルタイ
ムに提供。 

○船舶動静情報 
 

各ターミナル、港湾管理者、
AISから提供される船舶動
静情報を表示。 

○貨物トラッキング情報 
 

貨物位置情報を表示。 

  コンテナ物流情報サービス（Colins）について 

•コンテナ物流情報サービス（Colins）は、ターミナルオペレーター、荷主、海貨事業者、運送事業者等の、関係事業者間で一元的にコンテナ物流
情報を共有化するための会員登録制のウェブサイト型の情報システム。 
 

•国土交通省港湾局によりシステム開発及び運営（２０１０年４月からサービス開始）。 
 

•多様な関係者が必要な情報をリアルタイムに共有することにより、情報が可視化され物流業務の効率化、高度化に資する。 
 

○コンテナ物流全体での「港湾のサービス水準の更なる向上と国内外をつなぐ効率的・低炭素型のシームレス物流網 

  の形成」を目指すため、平成２１年度からの３年間で、民間事業者による自立的・継続的な事業の展開に向けた官民 

   一体となって取り組むモデル事業を核とする「コンテナ物流の総合的集中改革プログラム」を実施。  

○その中の具体的な取り組みの一つとして、港湾物流情報化推進のため、コンテナ物流情報サービス(Colins)を構築。  
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効果 

１ 

 
 

効果 

２ 

 
 

効果 

３ 

 （２）コンテナ物流情報共有に関する様々な課題 

コンテナ物流関係社が必要な情報を共有できない 

膨大な問い合わせがターミナル業務に支障を来す 

ゲートトラブルによる渋滞の増加 

関係社が必要な情報を一元的に共有できます。 

業務の負担が大幅に軽減します。 

環境に優しく無駄の少ない輸送を行えます。 

 現在のコンテナ物流では、各ターミナルが個別に情
報を共有しているため、物流事業者は分散した情報
にそれぞれアクセスしなければなりません。 

 また、運送事業者は港湾情報を直接得ることが出来
ない場合があり、情報入手の遅れがトラブルや輸送
率低下の原因となっています。 

 刻々と変化する情報を得るため、ターミナルには電
話による問い合わせが多数寄せられ、その対応業務
に追われています。 

 運送事業者側も、貨物ごとに確認を行う手間や、問
い合わせに必要な待ち時間など、効率の悪い作業を
行わなければなりません。 

 コンテナターミナルのゲートや周辺道路では、書類
の不備や、混雑、休業などのゲートの状況が把握しに
くく、運送事業者による適切な配車が難しいため、輸
送車両の集中などを原因とする渋滞が頻発しており、
その解消が課題となっています。 

 
 

課題 

２ 

 
 

課題 

３ 

 輸入コンテナのCY搬出可否情報、船舶動静情報など、
いままで個別に提供され分散していた情報を集約し、関
係事業者同士が同じ情報を共有できるようになることで、
状況の把握や連携が容易になります。 

 情報伝達上のトラブルを減らし、コンテナ物流のスムー
ズな流れを実現することができます。 

 

 Colinsにアクセスすれば、目的の貨物の必要な情報が
いつでも入手可能になり、コンテナターミナルへの問い合
わせや確認が不要になります。 

 今まで負担のかかっていた問い合わせ業務などを大幅
に減尐し、輸送効率の向上や業務の時間短縮が図れます。 

 

 ウェブカメラの画像や、提供される様々な情報で、ターミ
ナルや貨物の現在の状況が直接確認できるので、混雑を
回避し、待機時間の尐ない計画的な配車を行うことが可能
となり、周辺道路の渋滞の緩和や環境負荷の低減が期待
できます。 

 

 
 

課題 

１ 
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  Colinsの新たな取り組み：鉄道貨物システムとのシステム接続について 

○Colinsは、港湾内のコンテナ物流情報を基本的に対象にしているが、サプライチェーンマネージメントの観点から内陸
輸送も含めて物流情報の可視化が望まれている。 

○そこで、JR貨物が所有する鉄道コンテナ位置情報システム（IT－FRENS）とColinsとのシステム接続を行い、H24.5より
運用開始した。 

■システム連携のイメージ 

IT-FRENS 
利用者 

AISシステム 

博多港周辺の 
船舶位置情報 

IT-FRENS 

Colins 

上海港 

福岡タ駅 
各駅 

 
 

 
 

貨物位置照会 

港湾内のコンテナ位置情
報・離岸情報 

着岸情報 
搬出可否情報 

コンテナ 
位置情報 

博多港 

荷主・海貨事業者等は、Colins又はIT-FRENSに接続することで、海外港湾～国内港湾～鉄道輸送の貨物の追跡が可能 

ゲート発着情報 

荷主等 
（Colins利用者） 

（JR貨物資料を一部抜粋し 
国土交通省作成） 

貨物位置照会 
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  港湾関連システムの日韓比較 

日本 韓国 

①NACCS ②Colins ③KL-NET ④KT-NET 

電子手続機能 

港湾手続き 

（入出港手続等） 
  ○※１ -   ○※１ - 

通関手続き 

 （輸出入申告など） 
  ○※１ - -   ○※１ 

ゲート手続き 

 （コンテナ搬出入手続き） 
  ○※２ - ○ - 

情報提供機能 

船舶位置情報 - ○ ○ - 

コンテナ搬出可否情報 ○ ○ ○ ○ 

コンテナ位置情報 - ○ ○ - 

ゲート前混雑情報 - ○ - - 

① 輸出入・港湾関連情報処理センター(株)が運営する税関手続、港湾手続システム 

② 国土交通省港湾局が運営するコンテナ物流情報提供システム 

③ 韓国の港湾関連システム 

④ 韓国の通関関連システム 

※１ 日韓共にシングルウィンドウ対応済み 

港湾手続きと通関手続き等、関係する複数のシステムを相互に接続・連携することにより、1回の入力・送信で、
複数の類似手続を同時に行えるようにしたもの。 

※２ コンテナ搬出入票の記載項目の統一及びペーパーレスに対応した機能を平成２３年夏に開発し、NACCSに追加。 39 



  

１．国際物流 

 

臨海部物流拠点 
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  臨海部物流拠点 
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１．国際物流 

 

国際フェリー・国際ＲＯＲＯ 

42 



出典：国土交通省海事局資料、港湾管理者聞き取り、 

    MDS-Transmodal CONTAINERSHIP DATABANK 2006  国総研・OCDI分析資料、 

    IMF ｢World Economic Outlook Database September 2011｣より国土交通省港湾局作成 

英国・愛国～欧州大陸間の 

国際フェリー・国際RORO船航路 
※2006年時点 

  国際フェリー・国際RORO船航路の現状 

志布志 

大阪 

神戸 

博多 

下関 

境 

釜山 

東海 
青島 

天津 

ウラジオストク 

太倉 

上海 

稚内 

コルサコフ 

金沢 

石島 

馬山 光陽 敦賀 

ｽﾍﾟｲﾝへ 

日本～対岸諸国間の 

国際フェリー・国際RORO船航路 
※2011年10月時点 

凡 例  

 
 

 

国際RORO船 

国際フェリー 

地図上の金額は 

該当国の名目GDP（2010年） 

5.9兆ドル 

1.0兆ドル 

1.5兆ドル 

5.5兆ドル 

2.3兆ドル 

3.3兆ドル 

0.4兆ドル 

0.8兆ドル 

0.2兆ドル 

2.6兆ドル 

0.3兆ドル 

0.5兆ドル 

国名 GDP（兆ド
ル） 

日本 ５．５ 

中国 ５．９ 

韓国 １．０ 

ロシア １．５ 

国名 GDP（兆ドル） 

英国 ２．３ 

ドイツ ３．３ 

フランス ２．６ 

ノルウェー・デンマー
ク・オランダ・ベル
ギー・アイルランド 

２．２ 
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上海港 

博多港 

内航 

鉄道 

国際RORO船 

トラック 

◆ 上海スーパーエクスプレス（SSE）は博多と上海を28時間で結ぶ国際RORO船。 
◆ 「航空貨物と遜色のないスピード」と「安価な輸送コスト」を兼ね備えたサービスが特長。高付加価値品や速達性  
  を要する貨物を中心に利用が拡大。 
◆ さらに、鉄道や内航輸送との結節により、CO2排出量削減の効果を高め、低炭素輸送システムとしての魅力を向上。 

国際複合一貫輸送と航空輸送との比較 
SSE の事例：上海～東京 

上海スーパーエクスプレス㈱）ホームページより 

国際複合一貫輸送を用いた輸送 

●輸送時間 

 ・航空輸送での輸送時間：２日間 

 ・複合一貫輸送での輸送時間：４日間 

※輸送時間は２日しか変わらない 
 

●輸送コスト（航空輸送を１とした場合） 
 ・複合一貫輸送での輸送コスト：１／１０～１／３ 

※輸送コストは、航空輸送に比べ極めて安価 

  

  国際ＲＯＲＯ船（上海スーパーエクスプレス）による国際複合一貫輸送 
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１．国際物流 

 

クルーズ 
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○世界のクルーズ人口は今後も増加する見込み。特に、アジア・太平洋地区では、中国を中心に市場が急成長し
ており、2020年には欧州と同規模の500万人が予測されている。 

出典：長崎県資料より  予測データは「Analysis of Global Cruise Market(Koncept Analytics,2010)」 

  クルーズ人口の将来予測 

欧州(圏内人口約５億人) 

北米(圏内人口約3億人) 

アジア(圏内人口約30億人) 

オセアニア(圏内人口約0.2億人) 

2009年に490万人(圏内人口の約１％) 

2006年より1,000万人(圏内人口の約３％強)で横ばい(世界最大の市場) 

(参考：圏内人口の１％は約３千万人) 

中国を中心に急成長する市場 

アジア・太平洋地区のクルーズ人口 

上記を踏まえ、2020年の予測は500万人(欧州並みの市場) 
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船名 船型＜総トン数＞ 船幅 乗客定員 

飛鳥Ⅱ 
（邦船最大のｸﾙｰｽﾞ船） 

初就航:1990年 

 
 

 

 

29.6m 872人 

Legend of the Seas 
（中国発着ｸﾙｰｽﾞで日本に
頻繁に寄港するｸﾙｰｽﾞ船） 

初就航：1995年 

32.0m 1,804人 

Voyager of the Seas 
（2012年、日本に32回寄港
予定の大型ｸﾙｰｽﾞ船） 

初就航：1999年 

38.6m 3,114人 

Queen Mary 2 
（日本に寄港した最大のｸ
ﾙｰｽﾞ船） 

初就航：2004年 

41.0m 2,592人 

Oasis of the Seas 
（世界最大のｸﾙｰｽﾞ船） 

初就航：2009年 

 
 

 

 

64.0m 5,400人 

全長241m 

＜50,142トン＞ 

満載喫水  
7.8m 

満載喫水   
7.7m 

＜69,130トン＞ 

＜148,528トン＞ 

＜137,276トン＞ 

満載喫水  
8.8m 

必要岸壁水深  
9m程度 

必要岸壁水深 
9m程度 

必要岸壁水深  
10m程度 

必要岸壁水深 
12m程度 

満載喫水  
10.3m 

全長264m 

全長311m 

全長345m 

＜225,282トン＞ 

必要岸壁水深 
11m程度 

満載喫水  
9.1m 全長360m 

マスト高  
65m 

マスト高  
62m 

マスト高  
63m 

マスト高  
45m 

出典：「クルーズシップコレクション20102011（海事プレス社）」、船社代理店への聞き取り調査を基に国土交通省港湾局作成。 

※日本の主な橋梁の桁下高 
   レインボーブリッジ：52m   横浜ベイブリッジ：55m   関門橋：61m   明石海峡大橋、女神大橋（長崎）：65m 

マスト高  
50m 

  大型化が進むクルーズ船 
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日本海 

東シナ海 

釜山 1ﾊﾞｰｽ（-11.5m 延長360m）【2007年】 
★整備中 （80,000ＧＴ級バース）【2013年】 

上海 3ﾊﾞｰｽ（-9～13m 延長850m）【2008年】 
★整備中（220,000GT級バース）【2011年】 

香港 2ﾊﾞｰｽ（-10m 延長701m） 
★整備中 2ﾊﾞｰｽ(-12m 延長850m)【2013年】 

シンガポール 3ﾊﾞｰｽ（-9.4～12.4m 延長730m）※高さ制限52m 

★整備中 2ﾊﾞｰｽ(-11.5m 延長720m)【2011年】 

天津 2ﾊﾞｰｽ【2010年】 
★整備中（全面供用時6ﾊﾞｰｽ 延長2,000m） 

長崎 1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長360m)【2009年】 
※高さ制限65m 

那覇 1ﾊﾞｰｽ(-10m 延長340m)【2009年】 

ペナン 2ﾊﾞｰｽ（-10～11m 延長570m） 
     1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長400m)【2010年】 

出典：各国政府、各港港湾管理者等のＨＰ、文献などに基づき作成 

博多 1ﾊﾞｰｽ(-10m 延長270m) 

済州島 1ﾊﾞｰｽ（-11m 延長195m） 
★整備中 1ﾊﾞｰｽ(-12m 延長360m)【2011年】 

厦門 1ﾊﾞｰｽ(-12.4m 延長463m)【2008年】 

仁川 （-8.2～11.8m 延長184～270m） 
★整備中 （100,000ＧＴ級バース）【2014年】 

  アジアで進む大型クルーズ船に対応したターミナル整備 
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 近年のアジアにおけるクルーズ需要増に伴い、北東アジアにおいて定点クルーズ※を実施するためクルーズ船
を配船する外国クルーズ船社が登場しており、我が国へのクルーズ船寄港増加の要因となっているとともに、使用
船舶の大型化が進んでいる。 

 
 

・2006年：アジアクルーズを開始。 

・2009～2010年：「コスタ・アレグラ」(28,597ﾄﾝ；乗客定員784人)、「コスタ・クラシカ」 

     (52,926ﾄﾝ；乗客定員1,302人)の２隻体制で中国発着クルーズを実施。 

・2011年：「コスタクラシカ」１隻体制に変更。 

・2012年：「コスタ・ビクトリア」（75,166ﾄﾝ；乗客定員1,928人）を投入。同船は、上海発着で 

     博多や鹿児島などに計55回寄港予定（2012年）。 

 
 

・2007年：「ラプソディ・オブ・ザ・シーズ」(78,419ﾄﾝ)でアジアクルーズを開始。 

・2009年：「ラプソディ・オブ・ザ・シーズ」 に代わり「レジェンド・オブ・ザ・シーズ」(69,130ﾄﾝ)を投入。 

・2010年：外国船社で初の横浜発着アジアクルーズを実施。３千人以上を集客。 

・2012年：「ボイジャー･オブ･ザ･シーズ」（137,276ﾄﾝ；乗客定員3,114人）を投入。同船は、 

     上海発着で博多、長崎、神戸、那覇に計32回寄港予定。「レジェンド・オブ・ザ・シ 

     ーズ」も含め、日本に約100回寄港予定（2012年）。 

コスタ・クルーズ社（イタリア） 

ロイヤル・カリビアン・インターナショナル社（米国） 

 
 

・1993年：東南アジアを中心にアジアクルーズを開始。 

・2007年：前年に休止した那覇・石垣クルーズを「スーパースター・リブラ」(42,276ﾄﾝ；乗客 

     定員1,480人)で再開。 

・2011年： 「スーパースター・リブラ」に代わり「スーパースター・アクエリアス」(51,039ﾄﾝ；乗客定 

     員1,529人) を投入。同船は､台湾発着で那覇、石垣に計69回寄港（12年は75回を予定）。 

スタークルーズ社（香港） 

博多 済州島 

上海 

那覇 

石垣 

基隆 

日本寄港における主要航路 

日本寄港における主要航路 

ｽｰﾊﾟｰｽﾀｰ･ｱｸｴﾘｱｽ 

※各社の動向については、各社ＨＰや船舶代理店ＨＰの情報に基づく。 

コスタ・ビクトリア 

博多 済州島 

上海 

日本寄港における主要航路 

ﾎﾞｲｼﾞｬｰ･ｵﾌﾞ･ｻﾞ･ｼｰｽﾞ 

鹿児島 

  外国クルーズ船社の北東アジア地域への展開 

※拠点港を起終点として、短期間の行程で一定エリアを定期的に周遊するクルーズ。現在、世界で主流のクルーズ形態。 
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北極海航路とシベリア鉄道 
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○北極海航路は、欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マラッカ海峡、スエズ運河経由）の６割程度 

 の航行距離であり、商業航路としての経済的効果が大きいと想定される。 

○地球温暖化の影響により北極海の海氷が減尐し、北極海の国際貿易航路としての可能性が高まっている。 

＜課題＞砕氷船や耐氷船の使用が必要になることや、保険料の割増し費用が発生。 

北極海航路 

南回り航路 マラッカ海峡 

スエズ運河 

北極海航路    ： 約１３，０００ｋｍ 
南回り航路    ：  約２１，０００ｋｍ 
パナマ運河経由 ：  約２３，０００ｋｍ 

約6割に 

距離短縮 

■横浜港からハンブルグ港（ドイツ）への航海距離の比較 

図：北極域の海氷域面積の年平均値の 

経年変化（1979年～2011年） 

図：北極域の海氷分布図（2001年8月と2011年8月の比較） 

2001年8月10日 2011年8月10日 

北極海の海氷面積は10年前に比べ、減尐傾向にある 

出典：気象庁ＨＰをもとに国土交通省港湾局作成 51 

  北極海航路について 



  ロシア極東港湾とシベリア鉄道 

• シベリア・ランド・ブリッジ(SLB)はロシア極東港湾で船舶とシベリア鉄道（TSR）を結節
させた、東アジアとヨーロッパ・中央アジア間の国際複合一貫輸送システム。 

• 2002年に全線電化、2009年に全線複線化を達成。 

• 主な輸送品は石炭・石油であるが、2000年以降、韓国・中国発の貨物を中心に輸送
量が増大しており、2011年の国際コンテナ輸送量は約56万ＴＥＵに達する。 

ウラジオストク 

ボストチヌイ 

トロイツァ 

ワニノ 

ナホトカ 

中国・韓国・日本へ 

ヨーロッパ各地へ 

モスクワ 

サンクトペテルブルグ 

ヘルシンキ 

タシケント アシガバード 

中央アジアへ 

シベリア鉄道(ウラジオストク～モスクワ(9288km)) 

ロシア極東 

SLBコンテナ輸送量（2011年）
total  564,000TEU

ロシアからの輸出

239,300

ロシアへの輸入

279,100

トランジット
45,600
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